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はじめに ～スタート！アクションプラン第２ステージ（延長版）～ 
 
＜アクションプラン第１・２ステージを振り返って＞ 
北九州市では、平成２８年３月に策定した「北九州市学力・体力向上アクシ
ョンプラン」に基づき、学力・体力の向上に取り組んできました。 
学力向上については、第１ステージから各種学力調査を基にしたスクールプ
ランの作成や、「『わかる授業』づくり５つのポイント」の周知と実施等、組織
的な取組によりＰＤＣＡサイクルが構築されてきました。それは、それぞれの
学校が子どもや地域の実態を適切に把握し、自校の強みを生かした適切な取組
を創意工夫してきたことに他なりません。その結果、６年前から「全国学力・
学習状況調査」の無解答率や授業に係る児童生徒質問紙調査の結果は、着実に
改善されてきました。 

体力についても、本市の子どもの「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」
の体力合計点は、ここ数年で大きく向上し、小・中学校男女共に全国平均を上
回るなどの成果が見られました。これは、各学校がそれぞれの課題を捉えた取
組を推進している結果であると言えます。 
学力・体力向上のどちらも、校長先生方のリーダーシップのもと、学校マネ

ジメントが機能したことによる成果です。これからさらに進めていくためには
学校と教育委員会のより協働的な取組や強固で確かなつながりが重要です。 
 
＜アクションプラン第２ステージ（延長版）について＞ 
アクションプラン第１・２ステージにおいて、学力・体力向上の取組や授業
改善の具体を学校と教育委員会で共有してきました。 

しかし、令和元年度からの新型コロナウイルス感染症の影響により、アクシ
ョンプラン第２ステージでの取組に時間を要する状況が生じ、今後も継続して
その取組の検証を行っていく必要があるものが多くあります。 
また、今後は、主体的・対話的で深い学びの実現に向け、個別最適な学びと
協働的な学びの一体的な充実を一層推進していくことが必要です。さらに、授
業をより学習者主体の学びへ転換するためにも、各教科の正答率で測る「数値
化しやすい」学力と、主体性や協調性、やり抜く力等の「数値化しにくい」学
力を一体として捉え高めていくことや、「誰もが違う」ことを認め合いながら、
子どもが課題追究の方法や課題そのものを「選択する」といった探究を通した
授業づくりが重要です。 
以上のことから、今回のアクションプランは、これまでの取組を継承しつつ

新たにＩＣＴ活用の推進を位置付けるとともに、「学力」についてより広い視点
から捉え直しました。このプランは令和４年度から令和５年度までの２年間で
推進する「第２ステージ（延長版）」とします。 
これは、学力・体力の向上にとどまらず、長期欠席・不登校児童生徒への配
慮や対応等といった現代社会における教育課題を共に乗り越え、より「自律し
た学び手」としての子どもの育成を期してのものです。 
 
未来を担う北九州市の子どもたちのために、今後とも、学校と教育委員会が
力を合わせ、より一層実効性のある取組を進めていく必要があります。 
 

令 和 ４ 年 ３ 月 

北九州市教育委員会 
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１．アクションプラン第２ステージ（延長版）を通した 
「生きる力」の育成イメージ図 
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「学力」の捉えと「自律した学び」を支える教師の温かな関わり（Ｐ５９資料参照）  
「学びに向かう力、人間性等」に関連する主体性や協調性、やり抜く力等を「数値

化しにくい学力」、「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」を「数値化しやすい
学力」とし、これらを一体として「学力」と捉えます。教師による子ども一人一人へ
の温かな関わりの中でそれらを総合的に高めていくことは、子ども自身が目標を設定
し、見通しをもって取り組み、その過程を振り返って意味付ける「自律した学び」の
実現につながると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
学校におけるＩＣＴ活用等の推進の取組（Ｐ５３「Ⅳ ＩＣＴ活用の推進」参照） 
下図のように、子どものＩＣＴ活用能力を段階的に向上させながら、個別最適な学

びと協働的な学びの充実を図ります。２年間でステップ２以上を目指します。 
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２．アクションプラン第２ステージ（延長版）における学力・体力向上の取組の骨子 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜教育活動の一層の充実のための取組＞ 

＜学力向上につながる家庭・地域との連携＞ 

＜補充学習システムの確立と質の向上＞ 

＜校種間連携・特別支援教育の推進＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の推進＞ 

 

 
 
○ ９年間を見通した中学校区での目指す 

子ども像やＳＤＧｓに関連する目標等の共有 

○ 小学校における専科指導の充実及び一部教科担任制の推進 

○ 学校支援講師の活用 

○ 幼児教育と小学校教育の円滑な接続 

○ 特別な配慮を必要とする児童生徒への支援 

 
 

○ ＧＩＧＡ端末を活用した補充学習の質の向上 

○ 学校の補充学習体制の構築とひまわり

学習塾の充実 

○ 学びチャレンジリーディングスクール

における補充学習の研究推進 

○ コグトレ・ＭＩＭの取組と研究推進 

 
 
○ 家庭学習の充実と学習習慣の形成 

＜よい授業のイメージの共有と、授業を「行う・見る
・語り合う・振り返る」活動の日々の継続的な実践＞ 

 

 

 

○ 授業づくりにおける研修等の実施 

○ 研究指定校事業 

○ 若年教員の指導力向上への取組 

○ 単元末等テスト及び定期考査の改善 

○ 教育センターの機能の選択と集中 

○ 研修体制の構築 

○ 「中学校外国語科」における取組 

 

 

○ 学校図書館教育の充実と子ども図書館との連携  

○ 学校におけるＩＣＴ活用の推進 

○ 本市シビック・プライドの醸成 

○ 部活動休養日を活用した研修機会の確保 

 

学力向上 

【柱２】 

指導力向上のための
日々の継続的な取組 

小中９年間を見通した 
児童生徒一人一人への 

きめ細かな教育体制の確立 

 

【柱３】 

＜第２ステージ（延長版）の基本理念＞ 

〇 学校の実情に応じて、校・園長が主体的に学校マネジメントを展開する。 

〇 学校の主体的な取組を、教育委員会が全力で支援する。 

【 学 力 向 上 の 取 組 】 
 
 

 

 

 

○ スクールプランの策定・実施・検証・改善 

○ 「学校支援訪問」等の実施 

○  各種学力調査等を活用した実態把握と指導の充実 

○  北九州市教育委員会人材育成基本方針に基づく取組 

＜ＰＤＣＡサイクルに基づく学校マネジメントの推進＞ 

全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立 
【柱１】 

ＩＣＴ活用の推進 子ども一人一人への 

温かな関わり 
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【体力向上】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜運動習慣の二極化に対応し、 
運動の好きな子どもの育成に向けた授業改善＞ 

 

＜健康な生活習慣の確立に向けた取組＞ 

＜年間を通した運動習慣の確立＞ 

 

＜関係機関等との連携＞ 

＜豊かなスポーツライフを実現する素地の育成＞ 

 

 
 
 
○ スマートフォン等の急速な発展・普及に
対応した取組 
○ 健康教育に関する指導の充実 
○ 適正な部活動運営の取組 
 
 
○ 「北九っ子体力向上シート」の活用、 
授業以外の運動の機会と場の設定 

 
 
○ 家庭・地域に対する効果的な情報提供 
の推進 
○ 幼児教育と小学校教育との円滑な接続
の徹底 

 
 
○ トップアスリート等との交流活動の実施 

体力向上 

 
豊かなスポーツライフ 

 

運動の好きな子ども 運動量の豊富な子ども 

 

 
 

○ 新体力テストの全学年・全種目での実施 

○ 新体力テストの調査結果を活用した授業改善と運動習慣の形成 

○ 体力向上に係る教科等教育研究部会の活性化 

＜新体力テストの全学年・全種目での実施と授業への反映＞ 

【柱１】 
全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立 

子どもたちの実態、地域の実情、教職員の年齢層や経験年数など、各学校がおかれ
ている状況は様々に異なります。したがって、全てのことを全市で一斉に取り組むこ
とは、効果的ではありません。学校の実情に応じて、校長が主体的に学校マネジメン
トを展開していく必要があります。 
 本アクションプランに示している「学校等の取組」については、学校の実情に応じ
て、具体的な手だてを構想し、重点化を図り、効率的に取り組んでください。 

【 体 力 向 上 の 取 組 】 

 

 

 

 

○ 子どもが楽しみながら資質・能力を身に

付ける体育科、保健体育科の授業の充実 

○ 研究指定校事業 

○ 小学校における体育専科指導教員の配

置・活用 

○ 学校におけるＩＣＴ活用の推進 

○ 教職員の資質・能力の向上を目指した研

修の実施 

 
【柱２】 

生活習慣・運動習慣の 
確立に向けた取組 

【柱３】 

子ども一人一人への 

温かな関わり 

 

指導力向上のための 
日々の継続的な取組 

ＩＣＴ活用の推進 
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３．アクションプラン第２ステージ（延長版）の指標 

 
 
 
 
 
 
◎ 重点指標               現状値の（☆）は令和元年度数値 

指  標 
令和 3 年度 
現状値 

令和 5 年度 
目標 

考え方 

教科に関する調査の平均正

答率全国比 

《全国学力・学習状況調査》 

小６ 実 績 ９８％ 100% 

学力の向上 
中３ 実 績 ９７％ 100% 

学校の授業時間以外に、普

段（月～金曜日）、全く読書

をしない児童生徒の割合 

《全国学力・学習状況調査》 

小６ 
実 績 １５％ 

18.0％以下 

読書習慣の定着 
国(実績) ２４％ 

中３ 
実 績 ２９％ 

35.0％以下 
国(実績) ３７％ 

中学校卒業段階で英検 3 級程度 

（ＣＥＦＲ１）以上の生徒の割合 

《文科省：英語教育実施状況調査》 

実 績 48.6％（☆） 
50% 英語教育の推進 

国(実績) 44.0%（☆） 

○ 参考指標     現状値の（※）は、令和２年度数値 （☆）は、令和元年度数値 

指  標 
令和 3 年度 

現状値 

令和 5 年度 

目標 
考え方 

授業で学級やグループで話し
合う（意見を交流する）活動が
行われていたと回答した児童
生徒の割合 
《北九州市学力・学習状況調査》 

小５ 
実 績 ９４％（※） 前年 

以上 
「わかる授業」

づくり 

前 年 ８７％（☆） 

中２ 
実 績 ９６％（※） 前年 

以上 前 年 ９０％（☆） 

授業の最後に学習したことを
振り返る活動が行われていた
と回答した児童生徒の割合 
《北九州市学力・学習状況調査》 

小５ 
実 績 ９４％（※） 前年 

以上 
「わかる授業」

づくり 

前 年 ８３％（☆） 

中２ 
実 績 ９６％（※） 前年 

以上 前 年 ８１％（☆） 

学校で、コンピュータなどの ICT
機器を、他の児童生徒と意見交換
をしたり、調べたりするために週
１回以上使用していると回答した
児童生徒の割合 
《全国学力・学習状況調査》 

小６ 
実 績 ４０％ ６０％ 

以上 
「わかる授業」

づくり 

国(実績) ３９％ 

中３ 
実 績 ３９％ ６０％ 

以上 国(実績) ３５％ 

学校に行くのは楽しいと思う児童
生徒の割合 
《全国学力・学習状況調査》 

小 6 
実 績 ８０％ 全国平均 

以上 
学力の向上 

国(実績) ８３％ 

中３ 
実 績 ７９％ 全国平均 

以上 国(実績) ８１％ 

授業以外（月～金曜日）の学習
時間が１時間以上の児童生徒
の割合 
《全国学力・学習状況調査》 

小６ 
実 績 ５８％ 全国平均 

以上 
学習習慣の定着 

国(実績) ６３％ 

中３ 
実 績 ７１％ 全国平均 

以上 国(実績) ７６％ 

英検準１級以上等を取得している
教員の割合（中学校英語担当教員） 
《文科省：英語教育実施状況調査》 

実 績 39.8%（☆） 全国平均 
以上 英語教育の推進 

国(実績) 38.1%（☆） 

【 学 力 向 上 の 指 標 】 
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◎ 重点指標               現状値の（☆）は、令和元年度数値 

指  標 
令和３年度 
現状値 

令和５年度 
目標 

考え方 

全国体力・運動能力の実技結果
全国平均値以上の項目の割合 
《全国体力・運動能力、運動習慣等調査》 

小５ 
男子 

実 績 
100.0%（☆） 
（8/8 種目） 

100.0% 
（8/8 種目） 

体力の 
向上 

小５ 
女子 

実 績 
100.0%（☆） 
（8/8 種目） 

100.0% 
（8/8 種目） 

中２ 
男子 

実 績 
88.9%（☆） 
（8/9 種目） 

100.0% 
（9/9 種目） 

中２ 
女子 

実 績 
88.9%（☆） 
（8/9 種目） 

100.0% 
（9/9 種目） 

体育・保健体育が楽しいと思う
児童生徒の割合 
《全国体力・運動能力、運動習慣等調査》 

小学校 
男子 

実 績 94.6% 

全国平均以上 
運動習慣 

の 
定着 

国(実績) 93.8% 

小学校 
女子 

実 績 89.2% 

国(実績) 89.2% 

中学校 
男子 

実 績 92.3％ 

国(実績) 89.9％ 

中学校 
女子 

実 績 86.2％ 

国(実績) 83.1％ 

○ 参考指標     現状値の（※）は、令和２年度数値、（☆）は、令和元年度数値 

指  標 
令和３年度 
現状値 

令和５年度 
目標 

考え方 

１週間に 60 分以上運動する児
童生徒の割合 
《全国体力・運動能力、運動習慣等調査》 

小 5 
男子 

実 績 90.6% 

全国平均以上 
運動習慣

の 
定着 

国(実績) 91.2% 

小 5 
女子 

実 績 85.1% 

国(実績) 85.6% 
中 2 
男子 

実 績 89.7% 
国(実績) 92.2% 

中 2 
女子 

実 績 76.4% 
国(実績) 82.0% 

 
平日（月～金曜日）に学習以外
で、１日にテレビや DVD、ゲ
ーム機、スマートフォン、パソ
コンなどの画面を３時間以上見
ている児童生徒の割合 
《全国体力・運動能力、運動習慣等調査》 

小 5 
男子 

実 績 ４８％ 

全国平均以下 

 
 
 

生活習慣
の 
確立 

国(実績) ４１％ 
小 5 
女子 

実 績 ４１％ 
国(実績) ３４％ 

中 2 
男子 

実 績 ４８％ 
国(実績) ４４％ 

中 2 
女子 

実 績 ４８％ 
国(実績) ４２％ 

中学校の給食残食率 
《教育委員会調査》 

米飯 実 績 4.9%（☆） 4.0%以下 学校に 
おける 
食育の推進 

パン 実 績 5.9%（☆） 5.0%以下 
副食 実 績 3.8%（☆） 3.0%以下 

朝食を毎日「食べている」「どち
らかと言えば食べている」と回
答した児童生徒の割合 
《全国学力・学習状況調査》 

小６ 
実 績 92.0% 

全国平均以上 
家庭に 
おける 
食育の推進 

国(実績) 94.9% 

中３ 
実 績 90.9% 

国(実績) 92.8% 

肥満傾向児の割合 
【肥満度 20％以上】 

《学校保健統計調査》 

小５ 
男子 

実 績 16.9%（※） 
9.3%以下 

健康の 
保持 

国(実績) 14.2%（※） 
小５ 
女子 

実 績 11.6%（※） 
7.6%以下 

国(実績) 9.5%（※） 
痩身傾向児の割合 
【肥満度▲20％以下】 
《学校保健統計調査》 

中学 
女子 

実 績 3.1％（※） 
2.8%以下 

国(実績) 3.5％（※） 
 

【 体 力 向 上 の 指 標 】 

  ここで示された指標は、市全体で目指す値を示しています。各校においては、
スクールプランを活用し、実態に応じた達成目標と具体的な指標を設定し、そ
の実現に向けて主体的に取組を推進してください。 
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Ⅱ 学力向上 
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１．本市の学力の現状 

⑴ 本市の児童生徒の学力の現状 

  （「全国学力・学習状況調査」の教科に関する調査結果より） 

（資料１）本市の学力の状況 

      ※全国学力・学習状況調査全国平均正答率を 100 とした各教科の H28～R3 の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※令和３年度は外国語の調査はなし 

 

 

〇 平成２８年度以降、全国平均正答率に対する本市の平均正答率の割合は、

一進一退の状況である。 

〇 小学校の国語科に関しては、一旦全国平均正答率を上回ったが、現在は、

他教科と同様、全国平均正答率を下回っている。 

〇 小学校の算数科、中学校の国語科、数学科では、改善が図られ全国平均正

答率に近づいている状況である。             （資料１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

※平成３１年度より問題形式が見直され、従来のＡ問題（知識・技能等）とＢ問題（活用等）

という区分が、それらを一体的に問う調査問題に変更された。 

○ 新学習指導要領において求められる資質・能力について 

  新学習指導要領では、予測困難な社会の変化に主体的に関わり、感性を豊かに働かせ

ながら、よりよい社会と幸福な人生の創り手となる力を身に付けられるようにすること

を目指しています。そのために子どもたちが身に付けるべき資質・能力を 

「何を理解しているか、何ができるか」（知識及び技能） 

「理解していることやできることをどう使うか」（思考力、判断力、表現力等） 

「どのように社会や世界と関わり、よりよい人生を送るか」（学びに向かう力、人間性等） 

の３つの柱に整理しています。それに伴い、各教科等の目標や内容、評価の観点も、こ

の３つに整理されています。身に付けた力を他教科等の学習や生活に生かす機会を広げ

るなど、これまで以上にこれらの力をバランスよく育成することが求められています。 
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⑵ 学力向上に向けた本市の現状の分析 

  （「全国学力・学習状況調査」の令和３年度の学校質問紙及び児童生徒質問紙調査結果より）  

学力向上につながる３つの柱（※）の観点から学校質問紙及び児童生徒質問紙調査結果を分析する。  

（※）「全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立」、「指導力向上のための日々の継続的な取組」、 

「小中９年間を見通した児童生徒一人一人へのきめ細かな教育体制の確立」 

【柱１】 全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立 

［現状の分析］ 

（資料２）ＰＤＣＡサイクルの確立についての経年比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

〇 「児童生徒の姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき、教
育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連のＰＤＣＡサイクルを確
立しているか」について、「よくしている」「どちらかといえばしている」を
合わせた肯定的回答の割合は、前回に比べ減少し、小・中学校ともに全国平
均を下回ったため、改善の必要がある。 
〇 「全国学力・学習状況調査の結果を学校全体で教育活動を改善するために

活用したか」について、「よく行った」「行った」を合わせた肯定的な回答の
割合は減少しているものの、全国平均を上回っている。   （資料２参照） 
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 【柱２】 指導力向上のための日々の継続的な取組 

［現状の分析］ 

（資料３）「話し合う活動」を通した考えの深まりや広がりについての割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「『わかる授業』づくり５つのポイント」並びに「『学びの質を高める授
業』づくり５つのポイント」における「話し合う活動」の実施率について、
児童生徒質問紙による経年比較を行った。「話し合う活動を通じて、自分

の考えを深めたり、広げたりできたか」について、「当てはまる」「どちら
かといえば当てはまる」と肯定的に回答した割合は、小・中学校ともに全
国と同程度まで向上しており、定着している。      （資料３参照） 

 
（資料４）児童生徒の主体的に学ぶことへの意識についての割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 小・中学校ともに、「課題の解決に向けて自分で考え、自分から取り組ん

でいたか」について、「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」と回

答した割合は、小・中学校ともに全国平均に近づいてきてはいるものの、

いまだ下回っており、課題である。           （資料４参照） 
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（資料５）児童生徒の「ＩＣＴ機器活用」に対する使用頻度についての割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料６）授業における「話し合う活動」の実施と各教科の正答率の相関関係 

 

 

 

 

 

 

 

〇 前回調査と比べ、小学校では、23.2 ポイント、中学校では 14.8 ポ
イント上昇した。また、全国平均と比べ、小学校では 15.5 ポイント、
中学校では 12.6 ポイント上回る結果となり、各学校で積極的にＩＣ
Ｔ機器が活用されている。             （資料５参照） 

 

〇 授業における「話し合う活動」を行うことと、全国学力・学習状況
調査の平均正答率とは、一定の関係が見られ、今後も継続して取り組
んでいく必要がある。               （資料６参照） 

「kitaQ せんせいチャンネル」について 

「kitaQ せんせいチャンネル」は、北九州市教育委員会が開設している教員限定

サイトです。教員として必要な指導技術を若年教員に効果的に伝承し、教員の困り

感を解消することや、ＳＤ（自己啓発）及びＯＪＴ（職場内における育成）の活性

化を目的としています。サイトには研修動画が多数掲載されており、研修受講者だ

けでなく、幅広い年次の教員がＳＤやＯＪＴの一環で視聴することができます。ま

た、教材ダウンロードや授業づくり動画、わかる授業づくりに関する資料など、日々

の教育活動に生かせるコンテンツも用意されています。 
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【柱３】 小中９年間を見通した児童生徒一人一人へのきめ細かな教育体制の確立 

［現状の分析］ 

（資料７）補充的な学習を実施した学校の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料８）平日の学校の授業時間以外に、１時間以上の学習を行う児童生徒の割合 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 補充的な学習の実施については小学校では算数が 4.6 ポイント増加して
全国平均を上回り、国語は減少傾向であるが 3.3 ポイント全国平均を上回
った。中学校では、国語、数学ともに減少傾向であり、それぞれ 2.4、2.2
ポイント全国平均を下回っており、改善の必要がある。  （資料７参照） 

○ 「学校の授業時間以外に、普段（月～金曜日）、１日当たりどれくらい
の時間、勉強をしますか（学習塾で勉強している時間や家庭教師に教わ
っている時間も含む）」について、「１時間以上勉強している」と回答し
た割合は、中学校では前回に比べ増加しているものの、小学校・中学校

ともに全国平均を下回っており、課題である。     （資料８参照） 

質問項目なし 

質問項目なし 
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（資料９）近隣等の小・中学校と、教科の教育課程の接続や、教科に関する共通の目標 

など、教育課程に関する共通の取組を行った学校の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「前年度までに、近隣等の小・中学校と、教科の教育課程の接続や、

教科に関する共通の目標など、教育課程に関する共通の取組を行いまし

たか」について、「よくしている」「どちらかといえばしている」と肯定

的に回答した割合は、小・中学校ともに前回より減少している。 

                    （資料９参照） 
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２．具体的な学力向上の取組 

全ての子どもが自分の力を伸ばし、学力向上を図ることができるよう、これ

までの取組について一層の推進・改善を図りつつ、新たな取組を行う。以下に、

今後２年間で重点的に推進する具体的な取組（アクション）を示す。 

【柱１】 全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立 

各学校でスクールプランに掲げた「重点目標」「指標」に到達するために、「重

点的取組」等の策定・実施・検証・改善を行う。全国学力・学習状況調査、北

九州市学力・学習状況調査等の結果を踏まえ、「全校体制でのＰＤＣＡサイクル」

の一層の推進を図る。 

 

 

○ スクールプランの策定・実施・検証・改善 

 

（資料 1０）スクールプランを基にしたＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 引き続き、スクールプランを活用

する。スクールプランには、学力・

体力向上、心の育ちに係る取組につ

いて焦点化して記載できるように

する。 

・ 「重点目標」「指標」については、

学校の独自性を反映できるように

する。 

・ スクールプランを基にしたＰＤ

ＣＡサイクルを実施する。 

（資料1０参照） 

・ 「重点目標」「指標」には、学校

の課題に応じて、最も必要かつ効

果的な内容を精選して記載する。 

・ 「重点的取組」には、何を、い

つまでに、誰が、どのように実施

するか、可能な限り具体的に明示

する。 

＜ＰＤＣＡサイクルに基づく学校マネジメントの推進＞ 
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○ 「学校支援訪問」等の実施 

 

○ 各種学力調査等を活用した実態把握と指導の充実 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「学校支援訪問」では、教職員部

と学校教育部・次世代教育推進部

が、全校体制によるＰＤＣＡサイク

ルの改善を支援する。（年間１～２

回程度実施） 

・ スクールプランを基に、学力・体

力調査の結果に基づく取組状況、授

業改善の状況等について、他都市や

北九州市内の好事例を踏まえて、助

言・支援を行う。 

・ ９月以降に授業づくり支援訪問を

実施し、学校長のＰＤＣＡサイクル

構築に関して授業づくり面での支援

を行う。 

 

・ 学校の実態を再確認し、重点と

なる課題と今後の取組についての

方向性を明確にする。 

・ 訪問の際の助言を参考に、スク

ールプランを見直し、システム化

を図る。 

・ 校内で今後の取組の共通理解を

図り、学校組織としてのＰＤＣＡ

サイクルを確立させる。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「全国学力・学習状況調査」「北九州市学力・学習状況調査」「福岡県立高
等学校入学者選抜学力検査」の３つを授業改善の参考とし、各学校の分析と、
授業改善を進めるサイクルを構築する。 

・ 「全国学力・学習状況調査」につ
いて、問題の傾向や結果（質問紙調
査を含む）を速やかに分析し、学校
に提供する。 
・ 「北九州市学力・学習状況調査」
を実施し、結果を分析する。 

・ 「福岡県立高等学校入学者選抜学
力検査」について、問題の傾向を速
やかに分析し、小学校も含め、学校
に提供する。 

・ 「全国学力・学習状況調査」「北九
州市学力・学習状況調査」では、結
果を分析し課題を洗い出し、授業改
善や補充学習の取組等に具体的に生
かす。 
・ 全国学力・学習状況調査において
自校採点を行う場合は、文部科学省
より配布される集計支援ツールを活
用する。 
・ 中学校だけでなく、小学校におい
ても、高校入試問題の傾向を分析・
把握し、授業改善に生かす。 

【研究指定校への支援】 
・ 学びチャレンジリーディングスクール、ＧＩＧＡスマートスクール等の研究指
定校は、担当指導主事等が年間を通して継続的に支援を行う。 
・ スクールプランや研究内容の協議及び授業参観を通して研究推進を支援する。 
・ 研究成果を全ての教科等に広げるよう支援する。 
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○ 北九州市教育委員会人材育成基本方針に基づく取組 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 業務の性質に配慮しつつ、主幹教
諭、指導教諭及び教諭を指導主事へ
登用する。 

・ 教員の意欲や能力に配慮しつつ、
若手教員を教務主任や研究主任等
へ積極的に登用するなど、適材適所
となるよう配置に留意する。 
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【柱２】 指導力向上のための日々の継続的な取組 

どの学級、どの学年でも「主体的・対話的で深い学び」の視点から授業改善
に取り組むことができるように、「『わかる授業』づくり５つのポイント」の質
の向上を図る。そのため「学び合いの基盤づくり」「めあて・まとめ」「思考を
深める発問の工夫」「話し合う活動と書く活動」「振り返る活動」の５つのポイ
ントについては４つのステップの取組例の研修等を実施し、支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・授業で行う内容を示したもの。 

・取り組む際にある程度の幅をもたせ、授業者のアレンジが効くもの。 

 

 

 

 

 

 

 

・「わかる授業」づくりで取り組む内容を具体的に細かく段階で示したもの。 

（資料１１）「『学びの質を高める授業』づくり５つのポイント＜４つのステップ取組例＞」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜よい授業のイメージの共有と、授業を「行う・見る・語り合う・振り返る」
活動の日々の継続的な実践＞ 

 

＜「わかる授業」づくり５つのポイント＞ 
① ｢学び合いの基盤｣（共感的な人間関係・学習規律等） 

② 板書には、必ず｢めあて｣、｢まとめ｣と｢振り返り｣ 

③ 子どもの思考を深める｢発問｣の工夫 

④ １単位時間の中に｢話し合う活動｣と｢書く活動｣ 

⑤ ｢まとめ｣と｢振り返り｣終わりの５分の確保 

 

＜「学びの質を高める授業」づくり５つのポイント＞ 
① 学び合いの「質を高める」基盤づくり 

② めあての設定は「子どもと一緒に」 

③ 「問い」と「気付き」を促す発問 

④ 「考えを深める」話し合う活動と書く活動 

⑤ まとめと振り返りは「子ども自らの言葉」で  
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○ 授業づくりにおける研修等の実施 

 

（資料１２）授業構想シート 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「わかる授業」づくり及び「学び

の質を高める授業」づくりに関する

内容や「数値化しやすい学力」「数

値化しにくい学力」に関する内容の

「授業づくり研修」や「メンター制」

に関する研修を実施する。 

 例）「学びの質を高める授業」づくり

５つのポイント４つのステップ

取組例 指導案づくり  

メンター制 等 

・ 主題研究やメンター制を活用した
校内研修、「学びの質を高める授業」
づくり等で「『わかる授業』づくり５
つのポイント」の質の向上を図る。 
・ ねらいを意識した授業づくりを行
うための「授業構想シート」等を活
用し、授業づくりに関する研修を実
施する。（資料１２参照） 

・ 子どもが主体的に学習に取り組め
るように、発達段階に応じて、本時
だけでなく単元の学習の見通しをも
たせる。 
・ 教員が自己評価・自己申告書に明
記した中・長期目標の実現や課題の
解決に向け、校内研修を計画的に実
施する。 

 
○ まとめ(授業のゴール)を意
識して授業を構想すること
で、「教科等の本質」「身に
付けさせたい資質・能力」を
確実に捉えた授業になる。 

○ 授業の流れを可視化でき
るので、授業について語り合
える。 

 
※ kitaQ せんせいチャンネル
でダウンロードが可能。 

「授業構想シート」のよさ 
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○ 研究指定校事業 

 
○ 若年教員の指導力向上への取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 市内の小・中学校から学びチャ
レンジリーディングスクールやＧ
ＩＧＡスマートスクール等の研究
推進校を募集、指定し、実践的な
研究推進を支援するとともに、そ
の内容や成果を市内に発信し広げ
る。 

・ 研究指定校は実態に応じて、学校
全体で組織的に「主体的・対話的で
深い学び」実現のための独自の取組
を行い、その内容や成果を市内に発
信する。 
・ 推進校の授業を参観したり、その
取組や成果を参考にしたりし、自校
の取組に生かす。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 教科メンタリング教員について
活動内容、配置時間、教科バラン

ス、地域バランス、学校の実態を
勘案し、配置する。 

・ 教科メンタリング教員には、優れ
た指導力をもった再任用教員を積
極的に充てる。 

・ 連絡会議を効率的・効果的に実
施し、助言のベクトルをそろえる
ための情報共有や研修等を行う。 
・ 学力向上推進リーダーを学校配
置とし、講師及び３年次までの若
年教員の授業力向上や、学校の補
充学習の体制づくりを推進する。 

・ 学校マネジメントのもと、自校の
スクールプランの推進のために、教

科メンタリング教員の活用を図る。 
・ 学力向上推進リーダー配置校にお
いては、講師及び若年教員の育成に
ついてリーダーとの連携を図る。 
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○ 単元末等テスト及び定期考査の改善 

 

○ 教育センターの機能の選択と集中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 単元末等テストは、小学校の第４
～６学年で実施する。なお、問題作
成の在り方については、効率的な方
法を検討する。 

・ 定期考査の内容検討と改善につい
ては、教科等教育研究部会と連携
し、問題作りの研修を開催したり、
参考となる問題や作成のポイント

等を全市に周知したりする。 

・ 単元末等テストで問われる力は、
その単元で身に付けるべき資質・能
力であることを子どもと共有し、授
業改善に生かす。 
・ 定期考査等の問題が、思考力等を
問う問題であるか確認し、必要に応
じて改善するとともに、そのような
力を付けることのできる授業の実現

を図る。 
・ 定期考査について、子どもやその
保護者から合理的配慮の提供の申し
出があった場合には、学校と保護者
の協議の上、子どもの障害の状況を
考慮しつつ、対応可能な範囲におい
て、試験問題のルビ振り、時間延長、
問題の読み上げ、別室受験といった
配慮をする。 

教育委員会の取組 

・ 教育センターは、若年教員、学校運営やＯＪＴ推進の中核となるミドルリ
ーダーの育成を推進する。 

・ 「kitaQ せんせいチャンネル」を活用し、コンテンツの充実を図る。 

・ 「教師のしおり」については、近隣の大学を中心として購入・活用を促し、

人材育成・採用に活用していく。 

・ 若年教員への研修、不足するミドルリーダーの育成に向けた研修、新たな

教育課題に対応する研修などの充実を図る。また、アイデアの提供と同年次、

同教科の横のつながりの構築を目指して、３０分間の意見交流会「明日に＋

オンライン」を実施する。さらに各種サークル等と連携し、若年教員のＳＤ

（自己啓発）の場として「教Ｃ寺子屋一休さん」を実施する。 
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○ 研修体制の構築 

 

○ 「中学校外国語科」における取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ キャリアステージに応じた選択型
研修を推進する。 
・ 教科等教育研究部会と連携して、
最新の教育動向を反映した授業づく
りの在り方や、効果的・効率的な研
修方法について協議する。 
・ 他校の公開授業の情報について、
校務支援システム「校支援」や教育

センターのホームページ等で周知す
る。 
・ 市内の中学校から授業公開協力校
を指定し、若年教員を対象に授業公
開等をコーディネートする。 
・ 高等教育機関の研究者について、

研修会での講演、学校を訪問しての
指導など、指導・助言者として継続
的に招聘する等、専門的な知見に基
づく教育委員会の支援体制を構築す
る。 

【よい授業イメージをもつために】 
・ 授業を伴う校外の研修会に、年１
回以上参加する。 
・ 校長は人材育成と授業改善の両面
から、自校の研修マネジメントを行
う。 
・ 授業を参観したり授業者に相談し
たりして、自身の授業改善に生かす。 

【授業実践力を高めるために】 
・ 主題研究に関する校内研修等の取
組で、学習指導案や授業構想シート
の作成を伴う授業公開を、積極的に
行う。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 外国語科の変革への対応体制の維

持、令和５年度に実施される全国学

力・学習状況調査問題の結果等の分

析、教職員の指導力向上のための適

切な研修の実施等について、取組を

進める。 

・ 話すこと・書くこと等のアウトプ

ットの活動を設定する。具体的には

「やり取り」「即興性」を意識した実

践を継続的に行うようにする。 

・ 定期考査等において、４技能５領

域（聞く・読む・話す〔やり取り・

発表〕・書く）を評価することを定着

させる。 
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○ 学校図書館教育の充実と子ども図書館との連携 

 
○ 学校におけるＩＣＴ活用の推進 

 

 

 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 学力・学習状況調査等の機会を通

じて読書の現状を調査し、効果的な

支援を行う。 

・ 学校図書館の「学習センター」「情

報センター」としての機能の充実に

向けて、研修や資料・情報提供等を

行う。 

・ 北九州市立子ども図書館は、学校

との連携を図り、学校貸出図書セット

の充実や読書ボランティアの派遣、図

書館見学受入れ等を行う。 

・ 「身近に本、気軽に読書」の環境

整備・充実を図り、組織的・計画的

に子どもたちの読書活動を推進す

る。 

・ 「読書センター」「学習センター」

「情報センター」として、学校図書

館を計画的・効果的に利活用する。 

・ 子ども図書館など、公立図書館と

連携し、図書や学習資料の充実を図

る。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ ＧＩＧＡスマートスクール指定校

を中心として、ＧＩＧＡ端末を活用

した指導についての好事例を収集

し、紹介または共有する場を設定す

る。 

・ ＩＣＴを活用した授業実践事例を

適宜発信する。 

・ ＧＩＧＡスクール構想に関する各

種研究会等への参加と情報収集を

行う。 

・ ＩＣＴを活用した授業実践に関し

て希望校を募集し、年間１回以上、

ＩＣＴ活用支援訪問を実施する。 

・ ＩＣＴ活用支援訪問の代表者の授

業に関しては、授業づくりの段階か

ら積極的に支援を行い、協議会等を

通して、ＩＣＴ活用の全校的な普及

に努める。 

・ 子どもの情報活用能力を育成する

ため、ＧＩＧＡスマートスクール校

の取組やＩＣＴを活用した授業づ

くり（資料１３、Ｐ５４～Ｐ５７）

等を参考にし、ＧＩＧＡ端末の校内

での活用を推進し、授業のねらいが

達成できるようにする。 

・ ＩＣＴ活用支援訪問はできるだけ

多くの教員が参加する。 

・ ＩＣＴ活用支援訪問における代表

者授業は、学校の目指す授業イメー

ジの参考となるように、授業づくり

をする。なお、その際の指導案は、

ＩＣＴ活用の指導案を活用する。 

＜教育活動の一層の充実のための取組＞ 
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（資料 1３）ＩＣＴを活用した授業づくり（P５４参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本市シビック・プライドの醸成 

 
○ 部活動休養日を活用した研修機会の確保 

教育委員会の取組 

・ 「シビック・プライド育成事業」として、引き続き教育センターのホーム

ページ等において本市の関連動画のＵＲＬ等を掲示し、啓発を図る。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 部活動休養日として、原則「週当

たり２日以上」（「土・日曜日いずれ

か一方を休養日とすること」に加え、

「平日《祝日を含む》に週当たり１

日以上の休養日を設定すること」）確

保するとともに、「毎月第３水曜日」

を全市一斉部活動休養日とする。そ

れにより、子どもが学習と部活動を

両立しやすい環境を整えるととも

に、教員の研修の機会を確保し、そ

の充実を図る。 

・ 効果的・効率的な部活動運営と休

養日確保の徹底を行う。また、土・

日曜日のいずれか一方に休養日が確

保できるよう、可能な限り出場する

大会を精選する。 

・ 部活動休養日に、教員の研修等の

時間を充て、「わかる授業」「学びの

質を高める授業」の実現に努める。  
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【柱３】 小中９年間を見通した児童生徒一人一人へのきめ細かな教育体制の確立 

学力定着のためには、小・中学校が連携し、子どものつまずきの解消など学

習内容を定着させる取組が必要である。学校、教育委員会、家庭・地域がそれ

ぞれの役割を果たしつつ、子どもを育てるため、真に連携した取組を展開する。 

 

 

〇 ９年間を見通した中学校区での目指す子ども像やＳＤＧｓに関連する目標

等の共有 

○ 小学校における専科指導の充実及び一部教科担任制の推進 

○ 学校支援講師の活用 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 学校支援講師について、政策課題

に応じて配置する。 

・ より高い教育効果が発揮されるよ

うに、学校の課題や状況を踏まえた

学校支援講師の活用を行う。 

 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「小中一貫・連携教育基本方針」

や「小中一貫教育ガイド」に基づき、

小中９年間を見通した小中一貫・連

携教育のより一層の推進を図る。 

・ 校長のリーダーシップのもと、「小

中一貫・連携会議」等を開催し、各

校のスクールプラン、各種調査結果、

コミュニティ・スクール等を活用し、

９年間を見通した目指す子ども像や

ＳＤＧｓに関連する目標等を共有す

る。 

・ 子どもの学力の状況、学力向上の

取組、授業改善の方向性、家庭学習

の内容等を共有し、中学校区として

のベクトルをそろえる。 

・ 中学校区の実情に応じた学習・生

活のきまりの設定と共通理解、相互

の授業への乗り入れ、教科の専門的

な情報共有等を行う。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 専科指導や一部教科担任制等の実

施に向けた教員の配置を行う。 

・ 小学校中・高学年における専科指

導や一部教科担任制を一層進め、小

学校中・高学年の担任の負担軽減と

持ち時数の平準化を図りつつ、教科

の専門的な指導により、教育内容を

充実する。 

＜校種間連携・特別支援教育の推進＞ 
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○ 幼児教育と小学校教育の円滑な接続 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「北九州市版幼児教育と小学校教

育の接続カリキュラム」を活用した

各小学校区における保幼小合同研修

会を教育委員会が求める校内研修に

位置付ける。 

・ 小学校においては、幼児教育との

円滑な接続を視野に、各小学校区で、

保幼小合同研修会を実施する。 

 
○ 特別な配慮を必要とする児童生徒への支援 

 
 
 

○ ＧＩＧＡ端末を活用した補充学習の質の向上 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 特別な配慮を必要とする子どもの

各教科の指導に当たっては、個々の

子どもの実態を的確に把握し、一人

一人の特性に応じた指導内容や指

導方法の工夫等を計画的、組織的に

行うよう、「個別の教育支援計画」

「個別の指導計画」の作成、活用に

ついて、周知を図る。 

・ 文部科学省及び国立特別支援教育

総合研究所等から発信された最新情

報については、研修等の機会を通じ

て、適宜周知を図る。 

・ ビデオ会議を活用し、様々な理由

で登校できない児童生徒へのオンラ

イン授業を推進する。 

・ 日本語指導の必要な児童生徒につ

いて、帰国・外国人児童生徒教育推

進センター校日本語指導専任教員ま

たは日本語指導協力員を派遣し、適

応指導、日本語指導を行う。 

・ 子どもたちの多様な学びを確保し、

一人一人の子どもの発達の段階に応

じた指導を一層充実させる。 

・ 学習評価については、子ども一人

一人の学習状況を把握し、観点別の

学習状況を踏まえた評価を取り入

れ、学習指導の改善に生かす。 

・ 子どもたちの指導・支援の手だて

は「個別の教育支援計画」「個別の指

導計画」に示し、ＰＤＣＡサイクル

による評価、改善に努める。 

・ ユニバーサルデザインの観点を生

かした学習環境の整備に努める。 

・ ＧＩＧＡ端末の活用等により、登

校できない児童生徒へのオンライン

授業を実施する。 

・ 日本語指導専任教員または日本語

指導協力員と連携し、「帰国・外国人

児童生徒受入マニュアル」（教育イン

トラナビに掲載）を参考にして、日

本語指導の校内体制を整備する。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ ＧＩＧＡ端末等を用いた補充学習

について、個別最適な学習を推進す

るとともに、各自に合ったドリルや

補充問題、学びチャレンジリーディ

・ ＧＩＧＡ端末及び各種アプリケー

ション等の効果的な活用と運用を図

り、ＧＩＧＡ端末を用いた個別最適

な学習の推進に学校全体で組織的に

＜補充学習システムの確立と質の向上＞ 
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○ 学校の補充学習体制の構築とひまわり学習塾の充実 

 
○ 学びチャレンジリーディングスクールにおける補充学習の研究推進 

 
○ コグトレ・ＭＩＭの取組と研究推進 

ングスクールをはじめとする好事

例、文部科学省ＣＢＴシステム（Ｍ

ＥＸＣＢＴ：メクビット）等につい

て訪問や配信により情報を提供し、

共有する。 

取り組む。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ ひまわり学習塾の円滑な運営に向

け、学力向上推進リーダーとともに

支援する。 

・ 学力向上推進リーダーについては

学校配置とし、学校における補充的

な学習及びひまわり学習塾の円滑な

運営等を支援する。 

・ 「基礎・基本定着問題」「診断問

題」を kitaQ せんせいチャンネルに

掲載し、補充学習体制の構築を引き

続き支援する。 

・ ひまわり学習塾を希望する場合は、

学校の組織的な補充学習の一部と位

置付け、従来型・裁量型・拠点型（中

学校のみ）を選択して積極的に活用

する。 

・ 補充学習においては各学校の実態

に応じて、学校全体で組織的に、帯

取り時間や特設時間の設定、朝自習

の実施など、学力定着のための独自

の取組を行う。 

・ 学力向上推進リーダー配置校にお

いては、補充学習の組織的な取組を

連携して行う。 

・ kitaQ せんせいチャンネルに掲載さ

れた各種の問題について、学校の実情

に応じて効果的に活用する校内のシ

ステムを構築する。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 市内の学びチャレンジリーディン

グスクールの補充学習研究推進校

において、実践的な研究推進を支援

するとともに、その内容や成果を市

内に発信する。 

・ 研究推進校において各学校の実態

に応じて、学校全体で組織的に補充

学習や学力定着のための独自の取組

を行い、その内容や成果を市内に発

信する。 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 学校の実情に応じてコグトレ・Ｍ

ＩＭの活用を支援し、子ども一人一

人の状況に応じた指導を支援・推進

する。 

・ 学校の実情に応じてコグトレ・Ｍ

ＩＭを活用し、子ども一人一人の状

況に応じた指導を行う。 
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○ 家庭学習の充実と学習習慣の形成 

 

 
平成３ 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 全校体制で取り組む家庭学習の充

実について、研修や学校訪問等の機

会を捉えて啓発する。 

・ 家庭学習のポイント等をまとめた

「家庭学習チャレンジハンドブッ

ク」をＷＥＢ配信する。 

・ 家庭学習について、子どもの学習

の状況や習熟度に応じて適切に設定

する必要があることから、学校で各

学年の家庭学習に関するルール（内

容、分量、予定等）を定める。 

・ 家庭学習において kitaQ せんせい

チャンネルに格納されたＷＥＢ問題

等を活用する。子どもの習熟度に応

じて、学年に関わらず積極的に活用

する。 

・ 「家庭学習チャレンジハンドブッ

ク」等を活用し、学校と家庭・地域

が連携した取組を一層進める。 

・ 中学校区単位でも共通の自主学習

ノートを作成・活用するなど、家庭

学習の取組を共有し、家庭・地域へ

の啓発を行う。 

・ 家庭学習や学習習慣の形成につい

て、よい取組を好事例として掲示し

たり表彰したりするなどして、啓発

を行う。 

＜学力向上につながる家庭・地域との連携＞ 
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Ⅲ 体力向上 
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１．本市の体力の現状 
(1) 本市の児童生徒の体力・運動能力、運動習慣等の現状 

 （資料１４）本市の体力の状況（体力合計点の経年比較） 

「平成２７～令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

  ※ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和２年度は、全国体力・運動能力、運動習慣等調査は
中止となり、令和３年度は、本市においては実技項目は実施していない。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本市の小学校・中学校の男女共に体力合計点は、ここ数年で大幅に上昇した。

令和元年度は前年度より低下しているが、全国平均も低下しており、全国平均

との差はほぼ変わらず、小・中学校の男女共に、体力合計点が全国平均を上回

っている。                      （資料１４参照） 
 
（資料１５）本市の種目別の状況  （※網掛けは、全国平均値と同等以上の項目） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

H30 全国 H30 本市 Ｒ１ 全国 H30 全国 H30 本市 Ｒ１ 全国

① 握力（㎏） 16.54 16.69 16.37 16.56 16.15 16.24 16.09 16.49

② 上体起こし（回） 19.95 20.49 19.80 20.49 18.96 19.41 18.95 19.55

③ 長座体前屈（㎝） 33.31 33.79 33.24 33.51 37.62 37.96 37.62 38.14

④ 反復横とび（点） 42.10 42.59 41.74 42.17 40.32 40.62 40.14 40.49

⑤ 20ｍシャトルラン（回） 52.15 55.22 50.32 52.49 41.88 44.39 40.79 42.02

⑥ 50ｍ走（秒） 9.37 9.38 9.42 9.39 9.60 9.61 9.64 9.64

⑦ 立ち幅とび（㎝） 152.24 154.29 151.45 153.34 145.94 147.43 145.68 147.47

⑧ ソフトボール投げ（ｍ） 22.15 23.74 21.61 22.91 13.77 13.93 13.61 13.79

体力合計点（点） 54.21 55.23 53.61 54.52 55.90 56.64 55.59 56.34

測定項目 小５年　男子 小５年　女子

Ｒ１ 本市 Ｒ１ 本市

H30 全国 H30 本市 Ｒ１ 全国 H30 全国 H30 本市 Ｒ１ 全国

① 握力（㎏） 28.84 29.96 28.65 29.63 23.87 24.43 23.79 24.35

② 上体起こし（回） 27.36 28.56 26.96 28.64 23.87 24.41 23.69 24.38

③ 長座体前屈（㎝） 43.44 45.76 43.50 46.77 46.22 48.63 46.32 48.94

④ 反復横とび（点） 52.24 54.26 51.91 53.12 47.37 48.43 47.28 47.85

⑤ 持久走（秒）★ 392.65 398.34 398.98 401.16 286.85 297.70 289.82 286.99

⑤ 20ｍシャトルラン（回） 86.06 88.17 83.53 84.64 59.87 60.39 58.31 58.41

⑥ 50ｍ走（秒） 7.99 7.81 8.02 7.87 8.78 8.70 8.81 8.73

⑦ 立ち幅とび（㎝） 195.62 201.18 195.03 200.12 170.26 175.80 169.90 174.72

⑧ ハンドボール投げ（ｍ） 20.55 21.22 20.40 21.00 12.98 12.96 12.96 12.95

体力合計点（点） 42.32 45.36 41.69 44.54 50.61 52.53 50.22 52.11

測定項目 中２年　男子 中２年　女子

Ｒ１ 本市 Ｒ１ 本市

★ 中学校は持久走（男子 1500ｍ、女子 1000ｍ）か 20ｍシャトルランのどちらかを選択 
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○ 小学校では、令和元年度は全国的に記録が低下しており、本市の男子もほぼ

全ての種目で記録が低下しているが、女子は４種目で向上している。また、男

女ともに平成３０年度に唯一全国平均を下回っていた５０ｍ走が全国平均と

同等以上となった。 

  中学校でも、令和元年度は全国的に記録が低下しているが、男女ともに２種

目で前年度の記録を上回った。女子は持久走の記録が向上し、全国平均を上回

った。                        （資料１５参照） 

（資料１６）１週間の総運動時間 「平成２８～令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より  
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○ 小学校では、「授業外の１週間の総運動時間」について「６０分以上」と回答
した割合は、男女ともに全国の値と同程度であり、全国、本市ともに一昨年度よ
りも減少している。これは、新型コロナウイルス感染症の影響から、授業以外で
体を動かして遊ぶ時間等が減少したことが原因として考えられる。したがって、
今後、遊ぶ時間や場の確保、遊ぶ際のルールの設定等の工夫を、より一層行って
いくことが必要である。 

  中学校では男女ともに全国の値を下回っているものの、本市においては一昨年
度に比べ、男女ともに増加しており、各学校の取組や啓発等の成果と考えられる。
一方で、全く運動しない子どもも一定数おり、特に女子は１５％以上いることか
ら、依然として運動をする子どもと運動をしない子どもの二極化の傾向が見られ
る。今後も運動をしない子どもへの対応策について、継続して様々な視点から具

体的に検討する必要がある。               （資料１６参照） 
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(2) 体力向上に向けた本市の現状の分析 

（「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の令和３年度の学校質問紙及び児童生徒質問紙調査結果より） 

  体力向上につながる３つの柱（※）の観点から学校質問紙児童生徒質問紙調査結果を分析する。 

（※）「全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立」、「指導力向上のための日々の継続的な取組」、 

「生活習慣・運動習慣の確立に向けた取組」 
 

【柱１】 全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立 

［現状の分析］ 

（資料１７）調査結果を踏まえた体育科、保健体育科の授業等の工夫･改善について 

平成２８～令和３年度「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○ 「調査結果を踏まえて、授業等の工夫・改善を行ったか」について、「行っ

た」と回答した学校の割合は、本市の小・中学校ともに継続して全国の値を上

回っている。                      （資料１７参照） 

 

（資料１８）学校の全校体制について 

「令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より  

 

 

 

 

 

 

       
○ 「教員同士で、児童生徒の体力・運動能力の向上や授業の検討会を実施する
機会はあるか」について、「ある」と回答した割合は、全国の値を上回ってい
る。 
一方、「体育の授業以外で、全ての児童生徒の体力・運動能力の向上に係る取
組における教師の関わり方」について、「全教職員が関わった」と回答した割合
は、全国の値を下回っている。              （資料１８参照） 

 

 

【中学校】 【小学校】 
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【柱２】 指導力向上のための日々の継続的な取組 

［現状の分析］ 

（資料１９）運動やスポーツ及び体育授業への意識に関する子どもの割合（％） 

「平成２８～令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  「運動やスポーツをすることは好きですか」について、「好き」「やや好き」と回答し

た割合は、小・中学校の男女ともに、全国の値を上回っている。特に中学校男子につ

いては、小学校の男女、中学校女子の全国の値が低下した中、前回と同程度を維持

している。 

また、「体育・保健体育の授業は楽しいですか」について、「楽しい」「やや楽しい」

と回答した割合は、小学校女子は全国の値と同程度であり、小学校男子、中学校男

女は全国の値を上回っている。特に中学校については、男女ともに前回に比べ大幅に

向上している。                                             （資料１９参照） 
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（資料２０）体育科、保健体育科授業における運動量の状況（％） 

「平成３０～令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「体育・保健体育の授業ではたくさん運動しますか」について、「たくさん

運動する」「だいたい運動する」と回答した割合は、小・中学校の男女ともに、

全国の値を上回っている。また、小学校女子、中学校の男女で前回に比べて向

上している。                      （資料２０参照） 
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【柱３】 生活習慣・運動習慣の確立に向けた取組 

［現状の分析］ 

（資料２１）健康に対する運動の大切さへの意識 

「平成２８～令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○ 「あなたにとって運動やスポーツは大切なものですか」について、「大切」「や

や大切」と回答した割合は、小・中学校の男女とも、全国の値と同程度となっ

ている。                        （資料２１参照） 

 

（資料２２）平日のメディア視聴時間（テレビや DVD、ゲーム機、スマートフォン、パソコンなど） 

「令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「平日（月～金曜日）に学習以外で、１日にどのくらいの時間、テレビやＤ
ＶＤ、ゲーム機、スマートフォン、パソコンなどの画面を見ていますか」につ
いて、小・中学校の男女ともに、３時間以上見ている割合が全国の値を上回っ
ている。                        (資料２２参照) 

 

【小学校男子】               【小学校女子】 

【中学校男子】               【中学校女子】 



 

42 

 

（資料２３）朝食を食べることについて 

「平成２８～令和３年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「朝食は毎日食べますか」について、小・中学校の男女ともに全国の値を下

回っている。                      (資料２３参照) 
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２．具体的な体力向上の取組 
 
  「運動の好きな子ども」「運動量の豊富な子ども」を育て、子どもの体力の向
上と豊かなスポーツライフの実現を図るため、これまでの成果・課題やスポー
ツ庁報告書等を参考にしつつ、取組の一層の推進・改善を図る。 

【柱１】 全校体制でのＰＤＣＡサイクルの確立 

各学校でスクールプランに掲げた「重点目標」及び「指標」に到達するため
に、「重点的取組」等の策定・実施・検証・改善を行う。また、新体力テストの
調査結果から課題を明確にし、課題に応じた取組を推進する。 

 

○ 新体力テストの全学年・全種目での実施 

学校等の取組 

・ 新体力テストを、小学校１年生から中学校３年生までの全学年で全種目実
施（５月～７月に実施）し、経年で子どもの実態を全職員が把握する。 

・ 測定方法について、教育委員会が作成する実施方法のＤＶＤや「体力向上

プログラム・資料編」のポイントアドバイス集等を活用するとともに、校内
研修会等を行い、測定について正しく理解した上で実施する。また、本市等
の学校の好事例も参考にする。 
・ 新体力テストの目標（①学校全体としての目標、②学年又は学級の目標、
③子ども自身の目標）を各学校の実情に応じて設定する。また、子どもの取

組を評価することに留意する。その際、運動に苦手意識をもつ子どもが、一
つでも得意な種目や興味のある種目をもてるよう、適切な目標設定への支援
や肯定的な評価を行う。 

 

○ 新体力テストの調査結果を活用した授業改善と運動習慣の形成  

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 各学校のＰＤＣＡサイクルの改善

のため、「学校支援訪問」の際に、ス
クールプランを基にした体力向上に
ついての意識の共有化、取組の焦点
化・具体化を図る。 

・ 新体力テストのデータを、学校が
分析し、課題を明確にすることがで
きるシステムの活用を推進する。 
・ 各学校に対し、課題となる種目等
への具体的な対応策や好事例を提示
する。     

・ 調査結果を正確に分析し、課題と

なる種目・性別・学年等を明確にす
るとともに、調査結果を活用したス
クールプランの策定、授業づくりを
進める。 

このとき、①調査結果に基づく課
題と授業づくりの整合を図り、②学
校としての取組を精選する。 
なお、課題と取組の設定に当たっ
ては、授業の改善、授業外運動の状
況、体育行事、運動が苦手な子ども
への対応、保護者・地域との関係に
ついて留意する。 （資料２４参照） 

・ 課題に応じた取組を実施する際に
は、運動の機会と場の設定、体力向
上プログラムを活用した準備運動

等に留意する。 

＜新体力テストの全学年・全種目での実施と授業への反映＞ 
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（資料２４）体力向上に向けた年間計画の例示 

 

 

○ 体力向上に係る教科等教育研究部会の活性化 

教育委員会の取組 教科等教育研究部会の取組 

・ 学校と教育委員会相互で情報共有

や課題の認識が進むよう、教科等教

育研究部会と連携して最新の情報を

各学校に提供し、教科等教育研究部

会の開催の状況や成果等について幅

広く共有する。 

・ 各教員の多様な発想に基づき、本

市の体力向上に関する課題への対

応について、積極的に検討し、改善

策等を各学校に周知する。 



 

45 

 

【柱２】 指導力向上のための日々の継続的な取組 

 学校は、体育科、保健体育科の授業において、学習指導要領に基づいた児童生

徒の資質・能力の育成に向けて、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体

的に充実させ、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につなげ

る。こうした取組は、運動が得意な子どもの運動能力向上のみならず、運動が苦

手な子どもの自己肯定感や、スポーツへの好意にも影響を与える点に留意する。 

 
 
○ 子どもが楽しみながら資質・能力を身に付ける体育科、保健体育科の授業の充実 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「kitaQ せんせいチャンネル」の

コンテンツを充実させるなどして、

好事例を共有できる体制を構築す

る。 

 

・ 「北九州市体力向上プログラム」

の実施に当たり、授業の運動領域や

子どもの実態に合わせ、プログラム

の中から選択した運動を、毎時間、

準備運動として行う。その際は、①

運動が苦手な子どもに向けた取組、

②性別等に配慮した取組について

十分に留意する。 

・ 小学校については、「体育『好き

っちゃ』プログラム」を活用し、楽

しい体育科の授業、及びより質の高

い体育科の授業を実践する。 

・ 管理職・主幹教諭・指導教諭及び指導主事が、授業参観を通じた指導助言

を行う。その際、授業参観シート等も活用しながら、客観的な授業評価・分

析を行い、客観的に授業について分析し、その後の授業実践に生かす。 
 

○ 研究指定校事業 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 体育科、保健体育科の実践研究を

推進するため、小・中学校のそれぞ

れで学びチャレンジリーディング

スクールを指定し、その成果を市内

の学校に広める。 

・ 学びチャレンジリーディングスク

ールの授業を参観したり、取組やそ

の成果を参考にしたりして、自校の

取組に生かす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜運動習慣の二極化に対応し、運動の好きな子どもの育成に向けた授業改善＞ 
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○ 小学校における体育専科指導教員の配置・活用 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 中・高学年を中心に専科指導を積

極的に推進する。 

・ 教員の採用・配置計画に基づき、

中学校保健体育科教員による小学

校体育科の専科指導等を引き続き

実施するとともに、専科指導等を実

施する教員を対象として、研修や指

導主事による巡回指導を実施し、専

科指導等の手法や運動の苦手な児

童に対する指導について、課題を整

理し指導助言する。 

・ 専科指導担当の教員を中心にし

て、小学校体育科の授業の在り方を

学校全体で共有し、全学年の指導に

生かすようにする。 

・ 小中連携を推進し、子ども同士の

交流、小・中学校教員による相互授

業参観、中学校教員による乗り入れ

授業等を検討する。 

 

○ 学校におけるＩＣＴ活用の推進 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 学びチャレンジリーディングスク

ールやＧＩＧＡスマートスクール

指定校を中心として、体育科、保健

体育科におけるＧＩＧＡ端末等の

ＩＣＴを活用した指導についての

好事例を収集し、紹介したり共有し

たりする場を設定する。 

・ ＩＣＴを活用した授業実践に関し

て希望校を募集し、年間１回以上、

ＩＣＴ活用支援訪問を実施する。 

・ ＩＣＴ活用支援訪問における代表

者の授業に関しては、授業づくりの

段階から積極的に支援を行い、協議

会等を通して、ＩＣＴ活用の全校的

な普及に努める。 

・ 学びチャレンジリーディングスク

ール及びＧＩＧＡスマートスクー

ル指定校の取組やＩＣＴを活用し

た授業づくり（Ｐ５４～Ｐ５７）等

を活用し、「思考を促すツール」と

してのＧＩＧＡ端末の活用を推進

する。 

・ ＧＩＧＡ端末等のＩＣＴ機器を効

果的に活用した体育科、保健体育科

の授業研究を進める。 

・ ＩＣＴ活用支援訪問における代表

者授業は、学校の目指す授業イメー

ジの参考となるように授業づくり

をする。なお、その際の指導案は、

ＩＣＴ活用の指導案を活用する。 
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○ 教職員の資質・能力の向上を目指した研修の実施 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 体力向上推進担当者研修及び体育

実技講習会を実施する。 

・ 市内に設置されている高等学校、

大学等の高等教育機関の研究者等

と連携し、教職員の資質・能力の向

上を図る。具体的には、継続的な指

導助言、研修会での講演、学校訪問

等を通じて、最新かつ専門的な知見

を積極的に収集する。 

・ 体力向上推進担当者研修の内容に

ついて校内で伝達研修を実施し、全

職員で共通理解する。 
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【柱３】 生活習慣・運動習慣の確立に向けた取組 
 
子どもの生活習慣・運動習慣の確立については、授業時間外の運動時間が短か
ったり、学習以外でメディアに触れる時間が長かったりするなど、引き続き課題
が見られる。学校・家庭・地域が連携して、学校の負担軽減にも配慮しつつ、取
組を展開する。 
また、運動部活動においては、勝つことを至上のものとするのではなく、生徒
がスポーツを楽しむことで、運動習慣の確立を図るとともに、生涯にわたって豊
かなスポーツライフを実現する力を育成する。 

 

○ スマートフォン等の急速な発展・普及に対応した取組 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 子どものスマートフォン等の保有
率が年々増加しているため、スマー
トフォンやインターネット等の利
用実態について調査・分析する。ス

マートフォン等の適切な使用につ
いて、子どもと保護者に対して啓発
資料を配布し、家庭でのルール作り
を推進する。 

・ 各学校の保護者・地域等と連携し、
「早寝・早起き・朝ごはん運動」に
取り組み、より実効性を高める。 

・ 規範意識育成教室を活用し、スマ

ートフォン等の取扱いについて、子
どもと保護者が共に学ぶ機会を設
ける。 

 
○ 健康教育に関する指導の充実 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 健康教育に関する指導の充実に向
けた好事例を発信する。 

・ 特に本市で課題となっている「う
歯」について、関係各課及び関係機
関等と連携し、改善のための取組を
推進する。 

・ 養護教諭や栄養教諭と連携し、心
身ともに健康に過ごす上で大切な
ことについて科学的な理解を促し、
生活習慣の形成につなげる。 

 
○ 適正な部活動運営の取組 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 「北九州市部活動の在り方検討委

員会」を開催し、有識者の意見を聴
取しながら、本市の部活動の在り方
に関する方針を策定する。 

・ 外部人材（部活動指導員、部活動
外部講師、ＮＰＯへの委託等）の活
用、「地域部活動」や「連携部活動」
の実施により、効果的な指導や、多
様なニーズに応じた活動が実施で
きる体制を整える。 
・ 部活動休養日を原則週２日以上設
定し、毎月第３水曜日を全市一斉の

休養日とする。 

・ 教育委員会の策定する方針に則

り、学校の活動方針を策定するとと
もに、保護者等への周知を図る。 

・ 部活動指導員等、外部人材を積極
的に活用したり、連携部活動を実施
したりする等、教員の業務を軽減し
つつ、より多くの生徒が部活動に参
加できる環境を整える。 
・ 休養日の設定を徹底し、効果的・
効率的な部活動運営を行う。土・日
曜日のいずれか一方に休養日が確
保できるよう、可能な限り出場する

大会を精選する。 

＜健康な生活習慣の確立に向けた取組＞ 
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○ 「北九っ子体力向上シート」の活用、授業以外の運動の機会と場の設定 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 福岡県の主催するスポコン広場の
ホームページへの登録による参加を
推奨する。 
・ 授業以外での運動の機会と場の設
定、教育環境の整備など、体力向上
に関する取組の好事例を、積極的に

学校に発信する。 

・ 自分の体力の状況と取組を記録
できる「北九っ子体力向上シート」、
「体力アップシート」（福岡県が各
学校に毎年度小学校第１学年及び
中学校第１学年に配付）、または独
自シート等を活用する。 

・ 授業以外の運動の機会と場の設
定として、縄跳び運動、持久走、
キッズダンス・ダンスフォーザフ
ューチャーなどを生かした体力向
上週間等の設定を通じて、適切な
生活習慣や運動習慣等の確立を図
る。（１校１取組） 

・ 子どもが一人一人の課題に応じ

て、楽しく興味をもって運動するこ

とができるように、子どもの安全確

保に留意しつつ、 

■ 体力向上に係る校内掲示の充実 

■ 簡易な計測器具の設置 

■ 運動遊具の自由な使用の推進 

■ 安全を確保した上での運動場・体

育館等の学校施設の開放 

■ 体力向上や動きの多様さの獲得

につながる遊びの紹介や場づくり 

等 

体力向上に係る教育環境の工夫・整
備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜年間を通した運動習慣の確立＞ 
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○ 家庭・地域に対する効果的な情報提供の推進 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ 新体力テストの調査結果を、市の
ホームページ・報道・市広報誌等で
家庭や地域に周知する。 
・ 子どもと保護者等が一緒に運動や
スポーツを「する・みる・支える・
知る」ことのよさを周知するととも

に、家庭や地域におけるスポーツに
関わる機会の充実について啓発す
る。 
・ 「まなＱチャンネル」等で、家庭
で取り組むことができる運動等を紹
介する。 

・ 福岡県立スポーツ科学情報センタ
ーや民間事業者等を活用し、新体力
テストの調査結果を基に今後のア
ドバイスやトレーニング方法等に
ついて、速やかに子ども及び家庭に
知らせる。 

・ 就学時健康診断・入学式・始業式・
終業式等の学校行事、家庭訪問、学
校ホームページや学校だより（学
級・学年だより、保健だより、給食
だより等を含む）を通して、生活習
慣や運動習慣の確立に向けた啓発
に努める。 

・ 長期休業期間中の子どもの運動習
慣を維持・確立するため、家庭で目
標を立てて運動することを推奨す
る。 

 

○ 幼児教育と小学校教育との円滑な接続の徹底 

教育委員会の取組 

・ 幼児教育段階から小学校への入学にかけて、体力向上や生活習慣の改善を

図るため、北九州市版幼児教育と小学校教育との接続カリキュラムや幼児期

運動指針を活用し、円滑な接続に向けて幼稚園への体力向上に関する指導・

支援や教職員に対する研修等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜関係機関等との連携＞ 
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○ トップアスリート等との交流活動の実施 

教育委員会の取組 学校等の取組 

・ トップアスリートと子どもの交流

や障害者スポーツの体験等を推進す

る。 

・ スポーツ庁、市民文化スポーツ局、

体育協会、地域総合型スポーツクラ

ブ等と連携し、大規模国際大会の誘

致にともなって、トップアスリート

と触れ合う機会や試合観戦の機会を

設けるとともに、情報発信を行う。 

・ ２０２１年に東京でオリンピッ

ク・パラリンピックが、また、本市

で世界体操・新体操選手権が開催さ

れたことを契機に、各学校の実情に

応じてトップアスリートとの交流

を可能な限り検討する。 

・ 特別支援学級の合同スポーツ大会

やふうせんバレーボール大会、国際

車いすバスケットボール大会での

交流活動等を継続する。 

・ 市内の障害者スポーツの施設や団

体、トップアスリートを講師として

招き、講演や交流の積極的な実施を

検討する。 

 

 

 

 

＜豊かなスポーツライフを実現する素地の育成＞ 

 

※ 東京２０２０大会終了に当たって、オリンピック・パラリンピック

教育も終了するのではなく、他者と協働しつつ主体的に運動やスポー

ツに取り組む態度や、多様性を尊重する心、公徳心等を育むとともに、

運動を「する・みる・支える・知る」といった豊かなスポーツライフ

を送る上での素地の育成を意識し、今後も継続して取組を行う。 



 

52 
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Ⅳ ＩＣＴ活用の推進 
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ＩＣＴを活用した授業づくり 
１ これからの教育とＩＣＴ活用 

 ＧＩＧＡスクール構想による「１人１台端末」の環境を活用し、「個別最適な学び」と

「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業

改善につなげるとともに、学習指導要領に基づいた児童生徒の資質・能力を確実に育成

することが求められています。 

２ これまでの教育実践とＩＣＴをベストミックス 

 これまでの教育実践の蓄積と最先端のＩＣＴのベストミックスを図ることにより、教

師や児童生徒の力を最大限に引き出すことができるようにしましょう。 

 

 

ICT の活用 

「１人１台端末」ではない環境 

 一斉学習   個別学習   協働学習  

・ 教師が大型提示装置等を

用いて説明し、児童生徒の

興味関心意欲を高めるこ

とはできる 

・ 全員が同時に同じ内容を

学習する（一人一人の理解

度等に応じた学びは困難） 

・ 意見を発表する児童生徒

が限られる 

   

「１人１台端末」の環境 

 一斉学習   個別学習   協働学習  

・ 教師は授業中でも一人一

人の反応を把握できる 

→ 児童生徒一人一人の反

応を踏まえた、双方向型の

一斉授業が可能になる 

・ 一人一人が同時に別々の

内容を学習する 

・ 一人一人の学習履歴を記

録する 

→ 一人一人の教育的ニーズ

や学習状況に応じた個別

学習が可能になる 

・ 一人一人の考えをお互い

にリアルタイムで共有する 

・ 児童生徒同士で双方向の

意見交換をする 

→ 各自の考えを即時に共有

し、多様な意見にも即時に

触れられる 

（例） 

・ 教師による教材の提示 

・ 資料等の端末への配付 

・ 課題の配付と回収、比較 

など  

（例） 

・ 個に応じた学習 

・ 調査活動 

・ 思考を深める学習 

・ 表現、制作 

・ 家庭学習         

 など  

（例） 

・ 発表や話合い 

・ 協働での意見整理 

・ 協働制作 

・ 学校の壁を越えた学習 

 

など  

学びの深化・学びの転換 

これまでの 

教育実践の蓄積 

ICTの 

活用 

学習活動の一層の充実 

主体的・対話的で深い学び

の視点からの授業改善 
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３ ＩＣＴの特性を生かした授業づくり 

 以下のようなＩＣＴの特性を踏まえ、これまでの授業と融合させることで、「ＧＩＧＡ

端末」をはじめとするＩＣＴを活用して教科の学びを深め、教科の学びの本質に迫る授

業づくりを行いましょう。その際、「ＩＣＴを活用した子どもの学びの姿」を参考に、個

別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実させましょう。 

【ICT の特性の例】 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
即時性がある 

「すぐに」調べる、「すぐに」アンケートやデータが集計されるなど、 

即時性がある。児童生徒自身が様々な情報にアクセスし、主体的 

に情報を選択することができる。 

個に応じた学習がしやすい 
自分に適したペースで学んだり、興味・関心に応

じた学習を進めたり、振り返ったりしやすい。ま

た、デジタル教材を活用 

し、一人一人の学習の進捗 

状況や履歴を可視化 

したり蓄積したり 

できる。 

きる。 

多様な表現ができる 
アプリ等を活用することで、プレゼンテーションの

ほか、動画、音楽、プログラミングなど様々な表現

方法で学びをアウトプットできる。 

一人一人が自分の 

考えをまとめて 

発表できる。 

時間と空間の制約を受けない 
オンラインを活用すると、異なる 

時間や場所で学習を進 

めることができる。 

共同で編集できる 
リアルタイムで資料を共同で作成・ 

操作したり、分析 

したりすることが 

できる。 

やり直しがしやすい 
修正がしやすいというデジタルの特性を生かし

て、文章を推敲したり、考えを整理・分析したり 

できる。また、デザイン 

の配色等やレポート 

の構成等を試行錯誤 

しながら検討することが 

できる。 

考え等を共有しやすい 
教師の共有機能のほか、児童生徒間でファイルの

やりとりをすることなど、考えの共有ができる。 

理解を深めるコンテンツがある 
誰もがイメージしやすい教材 

提示ができ、視覚や聴覚に 

訴えるコンテンツが豊富で 

あり、理解を深めることがで 

きる。 

記録が簡単で再現性がある 
写真や動画、音声入力等を使って記録をとること

ができる。音読やスピーキング、歌唱、運動のモニ

ター、実験や観察の記録としても活用できる。何

度も見返したり、過去の 

ものと比較したり 

することができる。 
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４ ＩＣＴを活用した子どもの学びの姿 
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５ 資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校における ICTを活用した学習場面：校内研修シリーズNo76  

（※独立行政法人教職員支援機構ウェブサイトへリンク） 

 

 

 

 

GIGAサポートサイト北九州 

本市教員向けICT活用支援サイト ＳｔｕＤＸ Ｓｔｙｌｅ （文部科学省） 

各教科等における１人１台端末の活用 

等 

情報活用能力を育成するための 

カリキュラム・マネジメントの在り方と授業デザイン 

（文部科学省） 

情報活用能力の体系表例（文部科学省） 

学習の基盤となる資質・能力としての 

情報活用能力の育成 （文部科学省） 

教育の情報化に関する手引 

（文部科学省） 

https://www.nits.go.jp/materials/intramural/076.html
https://kita9mboe.sharepoint.com/sites/kitaQgiga
https://kita9mboe.sharepoint.com/sites/kitaQgiga
https://www.mext.go.jp/studxstyle/
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/09/18/1416859_01.pdf
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/09/18/1416859_01.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20201014-mxt_jogai01-100003163_005.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20201002-mxt_jogai01-100003163_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20201002-mxt_jogai01-100003163_1.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00117.html
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自律した学びの実現に向けて 
１ はじめに 

これまでに本市は、子どもの学力向上を目指し、様々な施策を実行してきました。そ

れらを踏まえた各学校の取組の結果、一定の成果を上げてきました。しかし、子どもが

これからの予測困難な社会を生き抜いていくためには、これまで実行してきた施策を継

続するだけではなく、「学力」そのものの捉えを見直し、取組を検討していくことが大切

であると考えます。 

 これまでの本市の全国学力・学習状況調査の結果から、児童生徒質問紙において「主

体性」「協調性」「やり抜く力」等の「学びに向かう力、人間性等」に関連した質問項目

の肯定的回答率が高い子どもは、各教科の正答率も高い傾向があることが分かっていま

す。また、ОＥＣＤ（経済協力開発機構）や大学等の各種調査・研究結果においても、

数値として表れる学力を高め、これからの社会を生き抜く子どもを育てるためには、「学

びに向かう力、人間性等」に関連した、数値として表しにくい学力の向上が重要である

ことが指摘されています。 

 したがって、本市はそのような数値として表しにくい学力を高めることを、今後より

一層重要視していくことが大切であると考えます。 

 

２ 「学力」についての本市の捉え 

本市は、資料１のような「学びに向かう力、人間性等」に関連する主体性や協調性、

やり抜く力等を「数値化しにくい学力」であると捉えます。これらは、授業時間はもち

ろん、休み時間、給食時間、清掃時間等、教育活動全体で発揮されるものです。 

目標を達成する力 他者と協働する力 感情をコントロールする力 

忍耐力    自制心 

目標への情熱 自己効力感 

自己認識   やり抜く力 

メタ認知   創造性 等 

社交性  敬意  信頼 

思いやり 共感性 

コミュニケーション能力 

リーダーシップ 

ソーシャルスキル  等 

自尊心  楽観性 

自信   意欲 

意識変革 対処能力        

内発的動機付け 

回復力 適応力 等 

【資料１ 「数値化しにくい学力」とその分類例】 

一方、「知識及び技能」と「思考力、判断力、表現力等」は、各種調査における各教科

の正答率等で表される「数値化しやすい学力」であると捉えます。この「数値化しにく

い学力」と「数値化しやすい学力」を一体として「学力」と捉えます。 

 

３ 「自律した学び」の実現について 

「数値化しにくい学力」と「数値化しやすい学力」を総合的に高めていくことで、子ど

も自身が目標を設定し、見通しをもって取り組み、その過程を振り返って意味付ける自律

した学びを実現できると考えます。このことは、ＯＥＣＤが提唱する「ウェル・ビーイン

グ（よりよく生きること）」につながるものであると言えます。 
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４ これからの学力向上に対する考え方 

前述のとおり、各種の調査結果からも、数値化しにくい学力を向上させることは、数

値化しやすい学力を向上させることにもつながることが分かっています。また、各教科

等の学習指導要領解説、各種研究・調査結果の内容からも、数値化しにくい学力を高め

るには、子どもが安心して学べる環境づくりが大切であると考えられます。このことは、

すでに先生方があらゆる教育活動の中で行ってきたことです。教師としての基本的な姿

勢を、予測困難な時代である今、改めて見つめ直すことが重要であると考えます。 

この子どもが安心して学べる環境をつくるためには、「子ども一人一人への温かな関わ

り（価値付け・称賛・期待・信頼・励まし・受容・承認・共感等）」が、より一層大切と

なります。特に学校生活の中で多くの時間を占める授業時間においては、「『わかる授業』

づくり５つのポイント」と関連させながら、子ども一人一人への温かな関わりを意図的・

専門的に行っていくことで、子どもが選択・探究しながら「数値化しにくい学力」と「数

値化しやすい学力」を総合的に向上させることができると考えます。 

 

５ 子どもへの関わり方のポイント 

「子ども一人一人への温かな関わり（価値付け・称賛・期待・信頼・励まし・受容・

承認・共感等）」を行う際のポイントとして、「子ども理解」と「教材理解」があります。 

授業者である教師は、子どもの間違いや失敗を受け入れたり、少数派の考えにも価値

を見いだしたり、子どもの思いや考えを推し測ったりするといった「子どもをまるごと

受け入れる」姿勢が大切です。 

また、学校が目指す「自律した学びを実現した子ども」の具体的な姿や、その実現に

必要な「特に育てたい『数値化しにくい学力』」について共通理解を図り、全職員で取り

組むことも大切です。 
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【資料２ 「自律した学びを実現する子どもの姿」構想シート】  

 

６ 学校での取組例 

各学校において、全職員で子どもに育てたい「数値化しにくい学力」や「自律した学

びを実現した子どもの姿」を明確にして、「子ども一人一人への温かな関わり（価値付け・

称賛・期待・信頼・励まし・受容・承認・共感等）」に取り組むためには、資料２のような

構想シートを活用する方法が考えられます。 

 

 

 まず、全職員で学校の子どもの実態を話し合い、 

「本校の子どもの実態」の欄に記入します。 

 

 

 次に、その実態から特に育てたい「数値化しにく 

い学力」を、資料３の「『数値化しにくい学力』の例」 

の中から二つまたは三つ選び、「特に育てたい『数値 

化しにくい学力』」の欄に記入します。選ぶ際には、 

記載されているもの以外にも、学校の実態に応じた 

「数値化しにくい学力」を挙げて構いません。 

 

 

「２」で決めた「数値化しにくい学力」に視点を 

あてた「価値付け・称賛・期待・信頼・励まし・ 

受容・承認・共感等」の関わりを行うことで、ど 

のような子どもの姿になるのかを明確にします。 

そして、「自律した学びを実現した子どもの具体的 

な姿」の欄に記入します。 

 

 「３」で明確にした子どもの姿を目指し、日々の 

授業を中心とした教育活動全体の中で、特に育てた 

い「数値化しにくい学力」に視点をあてた「価値付 

け・称賛・期待・信頼・励まし・受容・承認・共感 

等」の関わりを、全職員で実践します。 

 

 その後は、研究授業や職員研修を通して、評価、改善していくようにします。「数値化しに

くい学力」の具体的な評価方法は、ノートやレポート等における記述分析、授業中の発言分

析、教師による行動観察、子どもによる自己評価や相互評価です。また、評価の際は、子ど

もの発達段階や個性を考慮することが大切です。 

この手順を学校全体で実行することで、全職員の「子どもを見取り、価値付ける方向性」

が揃い、チーム一丸となって「自律した学びを実現する子ども」を育てていくことができる

と思われます。また、教師と子ども、子ども同士の絆がより強いものとなり、温かい雰囲気

に包まれた学校づくりにもつながります。なお、上記の取組例に限らず、全職員共通理解の

下、学校独自の取組も考えられます。「数値化しやすい学力」だけでなく、「数値化しにくい

学力」と両輪で、学力を高めていきましょう。 

【資料３ 「数値化しにくい学力」の例】 

１ 学校の子どもの実態を話し合う。 

２ 特に育てたい「数値化しにくい学力」を

二つまたは三つ決める。 

５ 評価、改善する。 

４ 全職員で実践する。 

３ 学校が目指す「自律した学びを実現した

子どもの姿」を明確にする。 
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